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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、個人消費は、寒波の影響により冬物商品が堅調に推移したが、総じて弱

い動きとなっている。住宅投資は需要の弱さから減少している。公共投資は、国や地方公共

団体の予算の制約から減少している。輸出はアジアや西欧向けなどが増加している。

生産活動は、緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに改

善している。企業倒産は、負債総額１０億円以上の大型倒産が３件発生するなど件数、負債総

額ともに増加している。
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①個人消費～弱い動き

１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．３％）は、２ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲１．２％）は、主力の衣料

品が前年を上回ったが、飲食料品、身の回り

品、その他の品目が前年を下回った。スー

パー（同▲０．１％）は、主力の飲食料品や衣

料品が前年を上回ったが、身の回り品やその

他の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．６％）

は、４ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～２ヶ月連続の減少

１月の新設住宅着工戸数は、１，３３０戸（前

年比▲３１．８％）と２ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲６．３％）、貸

家（同▲３１．５％）、分譲（同▲５９．８％）いず

れも前年を下回った。

平成２３年４月～平成２４年１月累計では、

２７，７５０戸（前年同期比＋６．９％）と前年を上

回っている。利用関係別では、持家（同

＋３．４％）、貸家（同＋９．３％）、分譲（同

＋１４．２％）いずれも前年を上回った。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号
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③鉱工業生産～生産は２ヶ月連続の上昇

１月の鉱工業生産指数は、前月比＋３．６％、

前年比＋１．９％とそれぞれ２ヶ月連続で上昇

した。

業種別では、前年に比べ印刷業や一般機械

工業、パルプ・紙・紙加工品工業などが低下

したが、金属製品工業や窯業・土石製品工

業、食料品工業などが上昇した。

④公共投資～２ヶ月連続の減少

１月の公共工事請負金額は、１０７億円（前

年比▲４０．４％）と２ヶ月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同＋１２９．４％）は前年

を上回ったが、道（同▲２４．８％）、市町村

（同▲２９．４％）はそれぞれ前年を下回った。

平成２３年４月～平成２４年１月累計では、請

負金額６，３１９億円（前年同期比▲６．３％）と前

年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直している

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５１倍となり、前月比では０．０２ポイント、

前年比では０．０９ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は２４ヶ月連続の上昇となった。新規求

人数は、前年比２４．８％の増加となり２４ヶ月連

続して前年を上回った。業種別では、サービ

ス業（前年比＋３７．４％）や医療、福祉（同

＋１５．４％）、宿泊業、飲食サービス業（同

＋５０．６％）などが増加した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号
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⑥来道客数～２ヶ月ぶりに前年を下回る

１月の来道客数は、７６２千人（前年比

▲２．４％）と２ヶ月ぶりに前年を下回った。

春節効果などから外国人観光客は増加したも

のの、航空機を利用した関東からの来道客数

が２ヶ月ぶりに前年を下回った。

平成２３年４月～平成２４年１月累計では、

９，０４４千人（前年同期比▲６．８％）と前年を下

回っている。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月ぶりに増加

１月の道内貿易額は、輸出が前年比５．０％

増の２８３億円、輸入が同３３．９％増の１，５４６億円

となった。

輸出は、石油製品や一般機械などが減少し

たが、鉄鋼や化学製品、魚介類及び同調製品

などが増加し２ヶ月ぶりに前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、石炭など

が増加して２５ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに増加

２月の企業倒産は、件数は５０件（前年比

＋２２．０％）、負債総額は１２９億円（同＋８４．８％）

となった。件数は３ヶ月ぶり、負債総額は６

ヶ月ぶりに前年を上回った。

業種別では、建設業１９件、サービス・他１３

件、製造業、卸売業各５件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号
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１．はじめに

昨年発生した東日本大震災以降、度重なる経済環境の変化のなか、徐々に回復の兆しが見えて

きた企業様、未だ不況の出口が見えずとも何とか踏ん張っている企業様と経営状況は様々ではな

いでしょうか。

そういった中、企業における営業を例にとれば、年度末も近づき「目標に未達だぞ！」「営業に

もっと気合を入れろ！」といった具合に、売り上げ・利益目標について社員に叱咤激励を繰り返

し続けている経営者や管理職の方も多いのでは…。実際、私自身、企業における営業という機能

は、売り上げ・利益をあげる為には重要な部署でありかつそれに併せた人材配置になっているこ

と、さらに成果目標の達成を厳格に目指す事が事業継続には絶対条件であることから、ここに不

足があれば営業担当者に詰め寄る経営者や管理職がいることも、その気持ちも理解できない訳で

はありません。さらにいえば、多くの企業では社員の成果を問う場合、社の必達目標を掲げたう

えで社員自らに目標を立てさせ、その達成の合否やその目標に向けた活動自体を評価し処遇する

ことになりますが、期待成果を上げられなかった社員は、降格を前提に給与や賞与を引き下げら

れたり、配置転換や異動を迫られたり、最悪の場合、退職を余儀なくされることさえ有り得るの

です。ただでさえ右肩上がり経済ではなくなった現在では、企業はできる限り成果目標の達成可

能性の高い社員を厳選して組織体制を整え、そこから成果の和をもって成果目標の達成を目指す

ことは当然の取り組みであることに違いありません。しかし、多くの企業はこのような体制作り

に苦労しているのが現実ですし、若干、限界もあります。それは現実として、企業にとって理想

の成果を生み出す社員の存在は限られていること、企業が希望する能力を保有する社員を常態的

に採用できるとは限らないことからだと思います。そういった場合、企業側も「売り上げを作れ

る営業人材の採用」と「営業をテーマとした人材教育」といった具合に「採用」と「教育」に対

してもっと真摯に考える必要性が出てきます。分かり易く言えば、コストをかけて採用した人材

をときには叱咤激励しながらも、正しく教育し、いち早く企業にとっての成果を追求できる戦力

にし、迅速に組織体制を整えるといった仕組みをいかに作り出すかを考えることになります。

２．多様化する人事労務管理相談

最近、私がうける「人事労務管理」に関する相談内容はその多くが労働法（採用・雇用・労働

時間・退職等）を中心としたものになるのですが、それ以外の相談も含めて非常に多種多様化し

ているように思います。それも企業に勤める社員数が数十人でも数百人であってもそれは単に企

業規模としての人数が異なるだけで、実際はその中の一握りの社員について、以下に示すような

相談をうけることになります。同時に、法の制限をうけない限り自由設計と思われる「人事マネ

ジメント」（給与制度・評価制度・目標管理・教育等）に関する相談も非常に多くなっています。

経営のアドバイス

中小企業経営における人事労務管理
～多様化する人事労務にどう対応すべきか～

社会保険労士法人むらずみ総合事務所
代表社員社会保険労務士 石井 修
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（１）外国人労働者の採用について

様々な業界で多くの外国人が働いています。特に一部労働力不足に悩むような業界では外

国人の労働力は欠かせないことになっていますし、それなりに日本語が話せれば十分事足り

る職種も多いのが現実です。また場合によっては、企業側で外国人労働者に教育訓練を施し

たうえで海外展開の足掛かりとする戦略的人材と位置づけることさえあります。ですから企

業によっては外国人労働者を積極的に採用しようとすることは当然だと思います。ところが

企業によっては「外国人は過去１人も雇用したことが無い！」「外国人を雇用し働かせるには

幾つか確認事項があるらしいが、良く知らない！」といった相談をよくうけます。まずは選

考時には最低限雇用できる条件として、パスポートや外国人登録証明書等を通して在留資

格・在留期限の確認等、その在留資格に応じた必要書類等の確認は必須となります。そうし

た確認を行った前提で給与等の条件を含めた労働契約を結ぶことになります。その他、外国

人であっても労働者である以上、労働法の適用、労働条件によっては一般の社員同様、社会

保険の加入等が必要である事は言うまでもありません。

（２）海外出張、海外赴任及び出向について

近年、中小企業といえども国内における事業展開を最低限に抑えながら、新たな販路等を

目指し海外に進出する企業も多くなってきました。勝算有りで積極的に海外展開する企業も

あれば、国内事業不振の対応策としてやむを得ず海外進出せざるを得ない企業と各社事情は

それぞれです。とはいえ対象者も短期間の出張レベルであれば特に準備の必要も無いのです

が、海外赴任のように長期間にわたり現地で仕事をするのであれば、赴任者自身もそれを指

示した企業側にとっても海外勤務経験や前提知識がない場合「海外人事労務管理」は大きな

テーマとなります。さらに対象者が初めての海外赴任や出向であるとしたら大きな期待と同

時に不安もあるのでないでしょうか。企業としてまず海外で働く社員の労働形態（出張、赴

任、出向等）を確定したうえで、社員やその家族を不安にさせないよう月次給与額や支払い

方法、社会保険や税金等の諸手続き、現地における危機管理等の説明責任を果たす必要があ

ります。なお、今後も継続して社員が海外で働く場合には、福利厚生等、様々な項目を網羅

した「海外赴任規定」を迅速に整備したほうが宜しいと思います。

（３）ハラスメント（セクハラ・パワハラ）対策について

最近、企業では「仕事場」におけるいじめや嫌がらせ等つまりハラスメントが問題となっ

ています。企業がこの問題を放置したり、人事労務管理上、具体的な対策を講じていない場

合、職場秩序が乱れ社員の勤労意欲が低下することは言うまでもありません。また最悪の場

合、企業側も社会的な責任を追及される可能性も否定できません。

ハラスメント問題については企業側も以下のとおり取り組むことが必要となってきます。

①企業の方針の明確化及びその周知・啓発

②相談（苦情含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
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③職場におけるハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応

④①から③までの措置と併せて構ずべき措置

同時に就業規則の服務に対応する条文を見直したうえで再整備し、社員が万が一服務規律

違反等を起こした場合、懲戒・制裁処分が行なわれる可能性があることを周知及び啓発する

ことが必要となります。それもハラスメント行為の程度に併せた懲戒・制裁処分を規定する

こと、またそういった取り組みが企業としてハラスメント防止対策となります。

（４）メンタルヘルス対策について

企業担当者から「メンタルヘルス（心の健康）に不調をきたす社員の長期休職や退職とい

ったテーマにどう対応したら良いか？」といった相談が増えています。私も詳しい原因につ

いては専門家ではないので特定はできないですが、聞き取り調査を行なって幾つか判明する

ことは、継続的な過重労働、複雑な社員関係、職場配置や人事異動からおきるストレス等、

様々な要因に起因しているようです。またこの問題に関しても上記（３）でも指摘したよう

に、企業側が人事労務管理上、具体的な対策を講じていない場合、企業側も社会的な責任を

追及される可能性は否定できません。となれば企業はメンタルヘルスに対する知識を深め、

社員の中から対象者（メンタルヘルス不調者）が出た場合を想定して具体的な対応策（勤務

時間の短縮、軽易な業務への配置転換、リハビリ勤務等）を策定する必要があります。また

企業規模に応じて法的には産業医の選任、衛生委員会の設置・開催等の必要がありますが、

それ以下の企業であっても対応部門の設置等、必要に応じて迅速に検討すべき事項だと思わ

れます。

（５）上昇し続ける総額人件費について

毎年、社会保険保険料率の変更をうけて原則保険料は上がり続けています。企業は社員給

与から預かった個人負担分と企業負担分とを併せて保険料を納付する（一部、全額企業負担

もあり）わけですから企業の財務上の負担は増すばかりです。

そこで社員給与が決定されるまでの仕組み全体を見直すことで人件費管理を行ないたいと

いった相談が増えています。それは「当社は世間相場や同業に対してどの程度の給与水準

か？」といった良くあるタイプのものから「当社にとって適正な人件費管理をする為に必要

な仕組みと指標は？」といった内容です。こういった相談には、まず各種データ（労働分配

率・労働生産性・適正社員数等）を使用して客観的に判断できる社内検討用の資料を作成す

ることにします。当然、企業の規模や諸事情によって目標とする適正値が大きく変化してき

ますので、算出前に多少計算方法の調整が必要となります。そういった資料をもとに、自社

にとって適正と思われる目標数値（労働分配率・労働生産性・適正社員数等）について議論

検討していきます。なお、数値や金額が一方的に決定したことにならぬよう、念のため、公

的に発行されている各種データ等との比較もしておきます。
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３．企業財務の基盤を揺るがす労務トラブル

社員が成果目標を達成させる為に労働時間を無視して働いているのを企業が黙認しているだけ

でも時間外労働を容認していたと看做されかねません。従来どおり時間外労働に対する割増賃金

を支払うのはもとより、現在では、月６０時間を超える時間外労働させた場合、その超過した分に

ついて企業は法定割増賃金率５０％以上の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません（現

在、中小企業は適用猶予中）。つまり企業ではこういった種類の労働時間をしっかりと管理でき

ない限り適正人件費も管理できませんし、常に企業財務の基盤を揺るがす問題を保有しているこ

とになります。

企業財務の基盤を大きく揺るがす代表的な労務トラブルのひとつとして「未払い残業代請求」

があります。このトラブルを指摘する者として、対象社員である本人のみならず、労働基準監督

署による是正勧告や指導、合同労働組合（企業の社員が主な加入者で産業のかかわりなく合同し

て組織されたもの）からの団体交渉申し入れ、労働審判制度（企業と個々の労働者との間に発生

した個別労働紛争を実情に即して迅速かつ適正に解決することを目的とするもの）、少額訴訟

（６０万円以下の金銭の支払を求める訴えについて、簡易かつ迅速に少ない費用で解決をはかるも

の）、その他、第三者から送付されてくる内容証明郵便等、様々な方法で企業に労働法遵守の確

認と金銭解決たる責任を迫ります。そういった事態にならぬよう企業側の対応としては、内在し

ている可能性のある労務管理上のリスクを把握したうえで「具体的な解決策を立案し、実行、検

証、見直し」といった活動を続けることが重要となります。その取り組みが無用な労務トラブル

の発生を防ぐことはもとより、良好な労使関係を築く上でも大切なことですし、なにより企業財

務の基盤を大きく揺るがすリスクを軽減させることになります。

４．今後、検討すべき人事労務管理テーマ

今後、企業経営における「雇用」をテーマにした場合、検討すべき事項として定年後における

高齢者の継続雇用問題があります。現在の法律では、定年後の再雇用については、労使協定で継

続雇用に関する基準を決定すれば対象者を限定することができます。企業はこの基準を使うこと

で、健康状態が悪かったり、働く意欲や評価が低かったりする社員については再雇用の希望があ

ったとしても拒否することができます。今後、社員によっては年金の支給開始年齢の引き上げが

始まること、継続雇用の条件である基準から外れ退職が重なった場合、結果として年金も給与も

どちらも得ることができず無収入になってしまう恐れがあります。そこで年金の支給開始年齢が

遅くなるのにあわせて、定年を迎えた後も社員本人が希望する場合、希望者全員を６５歳まで継続

雇用するよう企業に義務付けられることになります。そういった今後の状況を考慮するとしっか

りとした継続雇用制度が整備されていない企業においては、迅速に定年延長さえ視野に入れた総

額人件費を強く意識した企業財務にも負担感が少ない「高齢者人事労務管理制度」を整備する必

要があると思います。
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テーマ チェック項目及び主な行政解釈等 ○ × △

管
理
方
法

労
働
時
間

１
労働時間の管理方法の確認及び無打刻・無記載箇所はないか？

・タイムカード ・出勤簿 ・自己申告
・その他の方法

労

働

時

間

１
１週間及び１日の労働時間は適正であるか？

・労働時間及び休憩の特例
・１週間の法定労働時間と１日の法定労働時間

２

労働時間の範囲は適正であるか？

・時間計算 ・黙示の指示による労働時間
・就業時間外の教育訓練 ・安全衛生教育の時間
・健康診断の受診時間 ・事業場を異にする場合の意義

３
労働時間を適正に把握しているか？

・労働時間の適正な把握の為に使用者が講ずべき措置に関する基準

休

憩

１

休憩時間に関して、労働時間が６時間を超える場合は少なくとも４５

分、８時間を超える場合は少なくとも１時間を与えているか？

・労働時間が８時間を超える場合の休憩時間
・一昼夜交替の休憩 ・乗務員等の休憩時間

２ 休憩時間は、労働時間の途中に与えているか？

３
休憩時間は、一斉に与えているか？

・一斉休憩の特例の協定 ・一斉休憩の例外
・労使協定の締結 ・派遣労働者の場合

４

休憩時間は、自由に利用させているか？

・自由利用の例外 ・休憩時間の意義
・昼休み中の来客当番 ・休憩時間中の外出許可制
・貨物運送事業における手空き時間

５．労務管理に関するチェックリスト（簡易版）

参考までに「労務管理に関するチェックリスト（簡易版）」を添付しておきます。事前に人事

関連規程、勤怠が確認できる書類、協定届出書を用意のうえ自社でご確認下さい。

○…良（特に問題ない）

×…不良（法令違反可能性あり）

△…不明（改善検討の必要あり）
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― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号

休

日

１
毎週少なくとも１日、又は４週間を通じて４日以上の休日を与えて

いるか？

・一暦日の休日 ・休日の配置 ・休日の特定について

２
休日の振替は適正であるか？

・休日の振替と代休 ・休日の振替の手続
・休日の振替と時間外労働 ・休日の特定について

時
間
外
及
び
休
日
の
労
働

１

３６協定の内容は適切であるか？

・時間外及び休日労働の特定
・３６協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準
・一定期間についての延長時間
・時間外労働協定の有効期間

２
３６協定の届出は適正であるか？

・時間外及び休日労働の届出
・様式第９号と３６協定の協定書

３
３６協定を締結している場合、当該協定を超えて労働させていない

か？

・協定の限度を越える時間延長

４

特別条項付き３６協定を締結している場合、その内容及び運用方法等

は適正であるか？

・限度基準 ・特別条項にいう「特別の事情」の意義
・特別条項付き協定で定める事項

時
間
外
、
休
日
及
び
深
夜
の
割
増
賃
金

１

割増賃金の計算は適正であるか？

・割増賃金の基礎となる賃金の計算
・深夜業の割増賃金
・割増賃金の基礎となる賃金に参入しない賃金
・時間外労働又は休日労働が深夜に及んだ場合の取扱い
・割増賃金の計算の基礎となる労働時間
・睡眠時間の割増賃金
・法定内の所定労働時間外労働に対する賃金
・住宅手当の具体的範囲
・年俸制適用労働者に係る割増賃金及び平均賃金の算定について
・出来高払制労働者の時間外労働割増賃金
・時間外労働が継続して翌日の所定労働時間に及んだ場合の割増賃
金
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― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号

労
働
時
間
等
に
関
す
る
規
定
の
適
用
除
外

１

監督又は管理の地位にある者の範囲は適正であるか？

・監督又は管理の地位にある者の範囲
・多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者範囲
の適正化について
・多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者の範
囲の適正化を図るための周知等に当たって留意すべき事項につい
て

２
機密の事務を取り扱う者の範囲は適正であるか？

・機密の事務を取り扱う者

３

監視又は断続的労働に従事する者の範囲は適正であるか？

・宿直、日直の勤務および労働時間、休日との関係
・監視に従事する者 ・断続的労働に従事する者
・警備業者が行なう警備業務に係る監視又は断続的労働の許可につ
いて

４
適用除外の運用は適正であるか？

・深夜労働に関する規定との関係
・法第４１条該当者の有給休暇

就
業
規
則
の
作
成
及
び
届
出
の
義
務

１
就業規則の作成（変更）及び届出は適正であるか？

・一部の労働者に適用される別個の就業規則
・就業規則の本社一括届出について

２

就業規則の記載事項は適正であるか？

・作成及び届出の義務
・必要記載事項の一部を欠く就業規則の効力
・始業、終業の時刻等が勤務態様等により異なる場合
・就業規則の記載事項

３

就業規則の作成にあたり意見聴取は適正であるか？

・一部の労働者に適用される別個の就業規則についての意見聴取
・労働者の過半数代表者の要件
・労働者の過半数代表者の選出手続き ・作成の手続
・過半数代表者の不利益取扱い ・意見聴取の程度

４

就業規則の周知方法は適正であるか？

・法令等の周知義務
・法令等の周知方法
・事業場及び作業場の意義

（注）東京都社会保険労務士会経営労務チェックマニュアルを参考・抜粋しました。
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今回は「私的整理手続」についてお話します。読者の皆様からは縁起でもないと叱られそうで

すが、一向に好転しない景気の動向と、加えてこの１年間に発生した大地震、大津波、原発事故

の大厄災や、通貨ユーロを巡る欧州の動揺と世界的拡がりを見せつつある金融危機の再来など考

えると、企業の経営環境の厳しさは一層増大しているといえるでしょう。金融円滑化措置等によ

り一時的に小康状態を保っていた企業倒産状況も、今後は再び増加傾向に転ずるという信用調査

機関の見立てもあります。そこで「転ばぬ先の杖」ではありませんが、経営悪化の前に経営者が

考えておくべき対処策として、裁判所の手を煩わせない私的な整理手続を、再建型と清算型に分

けて解説してみたいと思います。

民事再生や会社更生、特別清算果ては破産等の法的手続は、時間も費用もかかり大変です。い

きなりそれらの手続の世話になることがないよう、日頃の準備も必要でしょう。

１．私的整理手続（再建型）

法的手続によらずに経営再建を図る私的整理手続については、これまでも当調査レポートにお

いて「経営再建計画の策定」と題して、３回に亘り解説したところですが（同レポート１７２号、

１７３号、１７４号所載）、私的整理は、関係者間の協議と合意があれば再建計画を軌道に乗せること

ができ、いわば内輪で再建策を構築できるメリットがあります。一方、計画に参加する関係者全

員の合意がなければ、再建策実行の強制はできず、合意の取りまとめに長時間を要するというデ

メリットがあります。

経営再建策の着手は、早ければそれだけ対応策が立てやすく、関係者への協力要請も小規模な

ものに留まります。したがって計画の実行もスムーズに進み、計画の実効性も高まります。着手

の遅れは後々まで大きく影響するので、再建の必要性を認識しながら着手をためらったがため、

再建のチャンスを逸するといったことのないよう留意すべきです。

（１）経営再建着手が必要な企業

一般的に、経営に警戒信号が点り経営再建計画の策定着手が必要な企業とは、たとえば次のよ

うなものが挙げられます。

①売上げ・利益等営業面で問題を抱える企業・・売上げの伸悩みや利益率の低下、コア事業の競

争激化によるシェアダウン、借入過多による金利負担の過重など

②経営姿勢に問題がある企業・・売上げ至上主義の経営、ドンブリ勘定、原因が判然としない在

庫の増加、役員数が業容比過大、経営者の資金繰り状況の把握が不十分、経営トップと現場の

距離が広がる傾向、経営者の公私混同、経営陣の内紛や有能社員の離反、コンプライアンス上

の問題（不正行為、粉飾、規律の紊乱等）の出現など

中小企業の再建を進める場合は、いきなり法的整理手続に入るよりも、まず私的整理手続によ

寄稿

「私的整理手続」について
金融財政事情研究会出版部嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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ることが一般的であり、かつ実利的です。私的整理手続による再建が成功するための要件として

は、以下の事項が挙げられます。

①企業規模が比較的小さく、債権者数も少ないこと。

②限られた範囲の関係者の協力があれば、再建が十分可能なこと。

③手続を主導できる債権者（圧倒的シェアを有する主力金融機関や大口取引先）の存在。

④経営者の再建意欲と能力が十分なこと。

⑤従業員等の協力姿勢があること。

私的整理手続は、関係者間の相互信頼と互譲の精神および経営者の再建意欲で成り立つもので

あり、それに反するような関係者の行動がある場合には、手続のスムーズな進行は期待できませ

ん。したがってここでは、経営者並びに手続を後見する主力金融機関等の仕切り方が重要となり

ます。

（２）支援要請先の選定

経営再建計画策定に際して重要なことは、再建支援協力を求める債権者や関係者の範囲を決定

することです。通常は、主力取引金融機関と再建計画の骨子について相談し、その計画目標に沿

って、協力を求める金融機関や仕入先、販売先等の取引関係者の範囲を決定します。支援要請先

が多くなれば再建計画に対する合意決定がそれだけ難しくなり、少なすぎれば必要にして十分な

再建支援が受けられない懸念があります。したがって、支援要請先の選定は重要なステップで

す。

経営再建に対し関係者の支援を取り付けるための最重要ポイントは、経営者自身の再建に向け

た強い事業継続意思と具体的な再建方針・方策のアピールです。現在の事業展開をどのように改

革するのか、新事業への進出や新製品・新サービス分野の開発はどうか、必要なリストラをどの

ように展開するのか等について、経営者自らがそれを推進し実現を図る決意を表明し、かつ、そ

の能力があることを関係者に納得して貰わなければなりません。要請を受けた関係者はその支援

のために、金銭的あるいは業務上の相応の負担を強いられるわけですから、経営者の再建への取

組み姿勢と計画達成見通しが評価できるものでなければ、簡単に協力に応ずることはできませ

ん。

（３）再建計画策定上の留意点

再建計画策定に際し外せない項目は、次のようなものです。

①経営再建を要するに至った原因の正確な把握とそれへの対応策

②再建の基盤となる中核事業部門の存立基盤の状況とその将来性

③事業計画（売上計画・利益計画）と資金計画

④必要なリストラ策とその実現可能性

－遊休資産の売却等の財務リストラ、不採算事業の整理を含む事業リストラ、経費節減策等の

業務リストラについて、それぞれ検討します。
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計画策定のコンセプトは「短期決戦」です。中小企業の再建においては企業外部の要因による

影響を受けやすく、従ってあまり長期に亘る対策を講じている暇はありません。極力３年以内

の、資金収支改善に焦点を絞った再建計画を立てることが必要でしょう。

これまでの金融円滑化措置への関わりには要注意です。平成２１年１２月施行の中小企業を対象に
※

した「金融円滑化法」は、平成２３年３月までの有効期限が１年間延長されましたが、本法の趣旨

に沿って借入条件変更等の支援措置を受けている企業は、支援と引き換えに策定し金融機関に提

示した経営再建計画の達成状況を検証することが必要です。また支援を受ける際に経営再建計画

の策定猶予を受けた企業は、猶予期限（支援時から１年以内）までに再建計画を立て、金融機関

へ経営再建の見通しを説明しなければなりません。本法の期限延長に際して金融庁が公表した金

融機関向けの監督指針では、企業から融資の条件変更等の申込みを受けた金融機関が当該企業の

事業継続可能性を困難と判断した場合には、債務整理や自主廃業を勧めることも含めて企業へ対

応することとしており、この点は留意すべきでしょう。

（４）私的整理手続の限界

私的整理手続が、債権者等関係者の協力を前提とした再建手続である以上、その十分な協力が

得られない場合には、手続の進行が困難となります。ごく小規模企業の再建事案であって、債務

者企業と主力金融機関の合意のみで手続が完了するような場合を除いて、一般的には、企業の策

定した経営再建計画案に関係者全員の同意を得られない場合や、債権者会議の進行、債務支払の

一時停止措置等の手続上の問題で関係者の意見が対立する場合には、私的整理手続は停止を余儀

なくされます。計画案への不同意がごく一部の債権者等に留まる場合は、その債権者等を除外し

た修正計画案の策定が可能であれば手続が進行する余地はありますが、それができない場合には

民事再生手続等への移行を検討することになります。

再建計画が承認され実行に移された後に計画の遂行が困難となった場合も、再建支援スキーム

は機能しなくなります。このような事態に備えて、通常、計画案の承認に際しては、計画の修正

や中止、あるいは破産手続を含む法的整理手続への移行規定が盛り込まれます。したがって、私

的整理手続による再建遂行に際しては、債権者等による事後管理体制の構築が重要となります。

（５）私的整理に関するガイドライン

比較的規模の大きい企業に対する私的整理による再建ルールとして、平成１３年に「私的整理に

関するガイドライン」が設けられました。これは有識者で構成された「私的整理に関するガイド

ライン研究会」が指針として取りまとめたもので、法的な拘束力はありませんが、関係者が尊重

すべきものとして位置付けられている一種の紳士協定です。

ガイドラインによれば、本手続は企業自らが経営再建計画案を策定し、主要債権者である主力

金融機関にそれを提出して協力を要請することからスタートします。しかし実際には、企業と主

力金融機関が合議して再建計画案を策定することが通常でしょう。

※「金融円滑化法」は平成２５年３月末まで再延長される見込み。
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主力金融機関がその再建計画案の内容の妥当性と実現可能性を検討して適当と判断すれば、手

続に参加を要請すべき他の債権者等に私的整理手続開始を通知し、債権者会議を招集します。こ

れと同時に、「一時停止」措置による融資残高の凍結要請が行われます。具体的には、手続の対

象となる債権者等に弁済請求や担保取得行為の自粛要請を行い、融資残高の現状での凍結を図っ

て、以後の債権者間の不公平が生じないようにするものです。これらの要請には強制力がないの

で、これに反対する債権者が続出すれば、この時点で手続は破綻することになります。

ガイドラインでは最低２回の債権者会議開催が予定され、再建計画案に対する情報等を各債権

者が共有し、手続の進行に関する決定に参画するなど、透明性ある手続の進行が図られていま

す。

この後に、各債権者は計画案に対する同意または不同意を期限までに債務者宛に回答します。

参加債権者全員の同意があれば計画案は承認されますが、一部債権者が不同意であれば本手続に

よる再建は頓挫します。手続に強制力がない以上、多数決で異論を抑えることはできないからで

す。

ガイドラインは、再建計画が承認され実行に移された後も、債権者による計画遂行状況の適切

な管理の必要性を強調しています。債務者による定例報告の義務付け、計画の履行が困難になっ

た場合の計画変更規定、再建が破綻したときの法的整理手続への移行規定などを設けておき、計

画の履行を担保するとともに、計画の進捗状況が順調でもはや支援が不要と認められるときは、

直ちに支援措置を打ち切ることも必要とされています。

なおガイドラインには、「債務超過の解消は３年以内、経常黒字化も３年以内がメド」「債権放

棄に当っては企業の減増資が必要」「債権放棄を伴う場合には経営陣の退陣が必要」という実体的

規定も設けられていますが、これらの要件は原則であり合理的例外を排除するものではないとさ

れています。

一般的な中小企業の私的再建においては、本ガイドラインをそのまま適用する必要はないと考

えられますが、支援先企業が自ら再建計画案を策定し、必要ならば「一時停止」措置を導入する

こと、企業情報や再建計画案の検証に必要な情報やデータ等は各債権者に広く開示すること、債

権者による計画遂行状況の検証体制等については、おおいに活用の余地があるでしょう。

（６）私的整理手続と税務

ここで、私的整理手続で企業再建を図る際の税務の扱いについて簡単に触れておきます。

平成１７年の税制改正以来、企業再生税制は大きく緩和され、一定の私的整理においても資産の

評価損益の計上および期限切れ欠損金の優先控除が認められています。ここでいう一定の私的整

理とは、以下の要件を充足するものとされています。

①一般に公表されている債務処理についての準則（公正かつ適正なもので特定の者がもっぱら利

用するためのものでないもの）に従って、再建計画が策定されていること。

→私的整理に関するガイドラインや中小企業再生支援協議会が係わる再建計画は、国税庁も、

ここにいう準則に従って策定されたものとみなすことを認めています。
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②公正な価格による資産評定が行われ、その評定に基づく実態貸借対照表が策定されているこ

と。

③前記貸借対照表に基づく債務超過等の状況により、債務免除等の金額が定められていること。

④２以上の金融機関等が債務免除等をすることが定められていること。

私的整理における財産評定においては、内国法人の有する資産は原則として評価対象とされて

います。ただし、前５年以内に圧縮記帳の適用を受けた一定の減価償却資産、売買目的有価証

券、償還有価証券、資産の価格とその帳簿価格の差が法人の資本金等の額の２分の１か１，０００万

円（中小再生案件においては１００万円）のいずれか少ない金額に満たない場合のその資産につい

ては、この評価対象から外されています。

また、資産評価損益の計上の適用を受ける場合、債務免除益や私財提供益が発生するときは、

それらを期限切れ欠損金から優先して相殺することが認められます。

２．私的整理手続（清算型）

会社法は、会社の清算規定として、通常の清算（同法４７５条から５０９条）と特別清算（５１０条か

ら５７４条）を設けています。清算会社に債務超過の疑いがあるときや、清算の遂行に著しい支障

を来たすべき事情があるときは、特別清算手続によることとされていますが、それ以外の場合に

は、会社が解散すれば清算人が選任され通常の清算手続に入ります。この手続は原則として裁判

所の監督を受けないので、私的整理（任意清算）といわれています。清算会社は清算目的の範囲

内で、清算手続が結了するまで存続します。清算人には、定款で定める者あるいは株主総会の決

議で選任された者があればその者が就き、それらの者がいないときは取締役が就任します。清算

人は以後、会社を代表します。

清算人は、就任後遅滞なく、２カ月以内の一定期間を区切り債権を申し出るよう債権者に宛て

官報にて公告し、当該期間内に債権を申し出ない場合には清算から除斥される旨を付記しなけれ

ばなりません。なお知れている債権者には、個別に債権申出を催告することが必要です。

また清算人は、就任後遅滞なく清算会社の財産を調査し、財産目録並びに貸借対照表を作成し

なければなりません。清算会社に債務超過の疑いがあるときは、清算人は特別清算の申立てをし

なければならず、会社の財産で債務を完済することができないことが明らかになった場合には、

清算人は直ちに破産手続開始を申し立てる必要があります。

清算人は債権申出期間内は債務の弁済ができませんが、裁判所の許可があれば、少額債権、担

保権でカバーされている債権、その他弁済しても他の債権者を害するおそれのない債権について

は弁済することができます。

債務弁済後に残余財産があるときは、それを株主に分配します。かかる手続を経て、清算事務

が終了したときは、清算人は遅滞なく決算報告を作成し、清算結了の登記をします。

事業の先行き見通しが暗く経営改善策の策定も難しい場合には、余力のあるうちに自主廃業に

踏み切ることが、私的清算手続をスムーズに進める前提となり、それは経営者の決断に懸かって

います。
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前述のとおり、金融円滑化措置の一環として、今後の事業継続が困難視される企業に対して

は、債務整理や自主廃業を促されるケースが増えることが考えられます。

この対象となりそうな企業とは、たとえば、事業に特色が乏しく容易に第三者が参入できる業

種の企業、事業基盤が脆弱で今後の成長余力が乏しい企業、自力で運転資金の捻出や新しい仕入

れを行うことが困難な企業、事業再建のための資源（処分可能な遊休資産、削減可能な経費、新

事業や新商品の開発投入等）が乏しい企業、保有資産の適正な財産評定が困難な企業（粉飾が著

しい企業）、資産の大部分が担保に提供され担保権者の協力が得られ難い企業、経営者の不実等

により関係者との信頼関係が欠如している企業などが挙げられます。

経営者は経営状態の変化に常に留意し、危機に陥る手前で適切に経営改善措置を取ることが、

今後ますます必要になって来るでしょう。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．６ ３．９ ９３．８ ８．９ ９６．５ ４．１ ９５．２ ９．３ ９２．５ １．９ ９２．６ ３．５

２２年１０～１２月 ９２．５ ０．５ ９４．２ ５．９ ９５．５ ０．７ ９５．４ ６．４ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８
２３年１～３月 ９５．４ １．１ ９２．３ △２．５ ９６．９ △１．０ ９３．６ △２．６ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５

４～６月 ９１．４ △２．０ ８８．６ △６．８ ９７．２ △０．５ ８８．１ △８．４ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７～９月 ９４．８ １．２ ９２．４ △２．１ １０１．０ ５．０ ９３．９ △２．０ ８８．８ △１．８ １０２．７ ５．５
１０～１２月 ９３．６ ０．９ r ９２．０ △２．８ ９９．３ ３．７ ９３．３ △２．７ ８８．０ △１．９ １００．０ ３．４

２３年 １月 ９６．９ １．９ ９６．２ ４．６ ９５．９ △２．０ ９６．３ ３．２ ８７．６ △５．９ １００．５ ７．０
２月 ９７．４ ２．６ ９７．９ ２．９ ９８．８ ０．２ ９９．５ ３．６ ８８．４ △２．６ １０２．０ ６．９
３月 ９１．９ △１．１ ８２．７ △１３．１ ９６．１ △１．２ ８５．０ △１２．１ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４月 ９４．０ △０．２ ８４．０ △１３．６ ９８．７ １．５ ８２．８ △１６．１ ９０．８ １．６ ９８．２ ３．３
５月 ８７．２ △５．４ ８９．２ △５．５ ９２．６ △４．１ ８７．２ △８．０ ８９．３ ０．７ １０３．７ ７．７
６月 ９２．９ △０．６ ９２．６ △１．７ １００．４ ０．９ ９４．３ △１．８ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７月 ９５．９ １．８ ９３．０ △３．０ １０３．７ ７．２ ９４．４ △３．０ ８５．７ △３．８ １００．７ ４．１
８月 ９５．１ ３．１ ９３．６ ０．４ １０１．３ ５．９ ９４．６ ０．２ ８８．４ △１．４ １０２．８ ５．８
９月 ９３．５ △１．０ ９０．５ △３．３ ９７．９ ２．０ ９２．７ △２．９ ８８．８ △１．８ １０２．７ ５．５
１０月 ９４．８ ４．６ ９２．５ ０．１ １００．５ ６．６ ９２．９ △０．３ ８６．５ △３．２ １０３．６ ７．０
１１月 ９１．５ △２．３ ９０．０ △４．２ ９７．７ １．３ ９１．４ △４．６ ８７．４ △２．０ １０３．０ ８．２
１２月 ９４．６ ０．５ r ９３．４ △４．３ ９９．６ ２．９ r ９５．６ △３．０ ８８．０ △１．９ １００．０ ３．４

２４年 １月 p９８．０ １．９ p９５．３ △１．２ p１０１．５ ６．０ p９４．９ △１．４ p９０．１ ２．８ p１０３．１ ２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７７６△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５０９ △１．４

２２年１０～１２月 ２５７，１１８△１．３ ５３，５５８△０．５ ６１，７３６ △３．４ １９，４２１ △０．６ １９５，３８２ △０．６ ３４，１３７ △０．５
２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９０ △２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２５４ △１．０

４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４６３△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７３８ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４６△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８９ △１．７
１０～１２月 r ２５７，８８７△０．３ r ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２５５ ０．２ r ３４，０５０ △１．７

２３年 １月 ７８，９４８△２．２ １７，４０６△０．７ １９，０５７ △５．６ ６，０２４ △１．１ ５９，８９１ △０．９ １１，３８２ △０．４
２月 ７０，３３４ ０．０ １４，４６９ ０．５ １５，９３６ △１．４ ４，７１０ ０．６ ５４，３９８ ０．５ ９，７５９ ０．４
３月 ７９，５７５△２．０ １５，１１５ △７．５ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ １０，１１３ △３．０
４月 ７７，６４５△１．３ １５，６５７ △１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，５０９ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４ △２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４６ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７５ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４７ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５４５ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５９５ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 r １０２，９３６△０．７ r ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ r ７７，９２３ △０．３ r １３，０２６ △０．９

２４年 １月 p ７９，００７△０．３ p １７，４２６△１．０ p １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ p ６０，１７７ △０．１ p １１，４５２ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８９／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2012.03.14 09.22.48  Page 17 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．７ ０．６ １０１．０ ０．４ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５

２２年１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．９ △０．１ ９９．９ △０．３ ８２．５８ １０，２２９
２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５

４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２３年 １月 ３５，８２８ ３．８ ６，６３８ ４．５ ９９．９ △０．３ ９９．５ △０．６ ８２．６３ １０，２３８
２月 ３３，３８４ ４．７ ６，２６８ ５．９ １００．０ △０．３ ９９．５ △０．５ ８２．５３ １０，６２４
３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５
４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３８，５７９ １．６ ７，３８２ ２．１ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３

２２年１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２
２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６

４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２３年 １月 ８，５７５ △１６．６ ２，３３４ △３０．１ ３，４８８ △１１．１ ２，７５３ △８．８ ２５９，０７９ △１９．０
２月 １１，１８６ △１２．０ ３，１７４ △２４．０ ４，３１５ △１０．０ ３，６９７ △１．１ ３４１，０３４ △１３．８
３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４
４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８９／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2012.03.14 09.22.48  Page 18 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １１１，８４１ △３．８
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１

２２年１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ １９，１７７ ５．６
２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９

４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２３年 １月 １，９５０ ６１．２ ６６７ ２．７ １７，９５５ ８９．４ ５，２１８ △９．９ ５，５９７ ５．６
２月 １，７９７ ３０．８ ６２３ １０．１ １６，９１３ △１０．５ ６，０３４ ４．２ ６，５４３ １１．５
３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１
４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３

２２年１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５
２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．８ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４

４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２３年 １月 ７８２ △１．１ ０．４２ ０．５９ ↑ ４．８ ３９ ２．６ １，０４１ △２．０
２月 ８１０ △１．４ ０．４４ ０．６１ ５．３ ４．６ ４１ １７．１ ９８７ △９．４
３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ↓ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９
４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ － ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８９／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2012.03.14 09.22.48  Page 19 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，２５７ ６．１ ６７７，９１７ １４．９ １，２２８，１４０ ２５．６ ６２４，１３１ １６．０

２２年１０～１２月 ９０，０９９ ６．１ １７２，７４３ １０．０ ２９４，４９８ １１．０ １５５，８４５ １１．３
２３年１～３月 ８６，２５５ １．７ １６４，２０５ ２．４ ３６０，８７８ ２７．１ １６０，６３３ １１．４

４～６月 ９２，５１６ １２．６ １５６，９２２ △８．０ ３７２，８２４ ２６．０ １６９，４９８ １０．４
７～９月 ９７，２２１ １６．１ １７１，１４３ ０．５ ３７３，４７３ ３４．９ １７５，３２１ １３．８
１０～１２月 r ９１，３６０ １．４ １６３，２８１ △５．５ r ４２３，２０５ ４３．７ p１７５，０５９ １２．３

２３年 １月 ２６，９７６ ２１．５ ４９，７０３ １．４ １１５，４３１ ２１．７ ５４，４９７ １２．２
２月 ２５，９３８ △２２．０ ５５，８９０ ９．０ １２２，２３０ ３２．５ ４９，３８７ １０．０
３月 ３３，３４１ １３．７ ５８，６１２ △２．３ １２３，２１７ ２７．２ ５６，７４９ １２．０
４月 ３２，５０８ １１．１ ５１，５６６ △１２．４ １３３，６４０ １９．７ ５６，２４３ ９．０
５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，６００ △１０．３ １３８，９４５ ５９．４ ５６，１７３ １２．４
６月 ２３，７０６ △１８．３ ５７，７５６ △１．６ １００，２３９ ３．２ ５７，０８２ ９．８
７月 ３０，４００ △７．７ ５７，８１０ △３．４ １２０，３１４ ２２．３ ５７，１３２ ９．９
８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５６６ ２．８ １３３，１４２ ７１．４ ６１，３６１ １９．２
９月 ３５，１５１ ２２．６ ５９，７６７ ２．３ １２０，０１７ １９．１ ５６，８２８ １２．２
１０月 ３０，３４９ △１．０ ５５，０７５ △３．８ １３２，３５６ ４６．０ ５７，８９３ １７．９
１１月 ３２，２１５ ３２．７ ５１，９６６ △４．５ r １４６，３３１ ６１．９ ５８，８７０ １１．５
１２月 r ２８，７９６ △１８．１ ５６，２４１ △８．０ r １４４，５１８ ２７．３ p ５８，２９７ ８．１

２４年 １月 p ２８，３２６ ５．０ ４５，１０５ △９．３ p１５４，５８５ ３３．９ p ５９，８７３ ９．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６

２２年１０～１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８
２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６

４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２３年 １月 １３３，９９３ １．２ ５，７６２，０２１ １．８ ９１，５６５ △０．５ ４，０６４，８５７ △１．８
２月 １３４，３７５ ０．９ ５，８０６，２０８ ２．２ ９１，７０１ △０．３ ４，０６４，４６７ △１．８
３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４月 １３７，８２０ ２．４ ５，９５２，４４４ ３．０ ９２，９３６ ０．５ ４，０９５，７２８ △０．２
５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４
６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５
１１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８
１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年４月号
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●道内経済の動き 

●中小企業経営における人事労務管理 

　～多様化する人事労務にどう対応すべきか～ 

●「私的整理手続」について 
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